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平成13年度表層水理研究における蒸発散量推定手法の比較

　　　（核燃料サイクル開発機構　契約業務報告書）

越川憲一※、若松尚則蟻、小田川信哉※

要　　旨

　核燃料サイクル開発機構東濃地科学センターでは、広域地下水流動研究およぴ超深地層

研究所計画の一環として実施している表層水理研究の一つとして、地下水浸透流解析に用

いる上部境界条件の一っである、表層部から深部岩盤への浸透量の算出に用いる蒸発散量
　　　　　　　　　　　　へを算出するための観測を継続している。本業務の目的は、岐阜県瑞浪市に位置する観測地

点（観測点名l　SMT・SMP）の気象データから、傾度法・ボーエン比熱収支法・ハーモン

法およぴノーンスウェイト法を用いて蒸発散量を算出し、ペンマン法の結果と比較・検討

するとともに、各手法による蒸発散量を用いて算出した岩盤浸透量を比較し、蒸発散算出

方法の適用性について検討することである。

　本業務では、気象データの見直し・欠測の補完を実施した後、各算出方法の理論的な前

提条件まで立ち返り、各算出方法の確からしさを検討した。次に、傾度法・ボーエン比熱

収支法・ソーンスウェイト法・ハーモン法を用いて蒸発散量を算出した。最後に、各手法

において算出した実蒸発散量と雨量・河川流出高を用いて、モデル流域における岩盤浸透

量を試算した。

，理論的な適用条件を検討した後、傾度法・ボーエン比熱収支法・ソーン・スウェイト法・

ハーモン法による実蒸発散量を比較・検討した結果、各手法の確からしさを検討できた。

その結果、ボーエン比熱収支法とペンマン法は、地面の水分量を反映した現実的な蒸発散

量を算出していることが推察できた。ソーンスウェイト法やハーモン法による年度蒸発散

量は、ボーエン比熱収支法やペンマン法とほぼ同じ結果となった。傾度法は、その前提条

件である風速の対数分布を事前に確認されていないことから、現時点における算出精度は

悪いことが判明した。今後、樹冠上の複数高度における風速の測定によって地面修正量を

求めることにより、傾度法の算出精度の向上が期待できる。

喜

本報告書は、アジア航測株式会社が核燃料サイクル開発機構との契約により実施した業務成果に関するも

のである。

サイクル機構担当部課室および担当者：東濃地科学センター
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Comparative　study　ofEstimation　ofEvapotranspiration　in　Subsu㎡ace　Hydro　Study

　　　（Japan　Nuclear　Cycle　Development　Institロte　report　on　contract　services）

Ken－ichi　Koshikaw酵，Hisanori　Waka皿atu※慶Shinya　Odagawa蟻

Abstract

　　　This　report　describes　the　comparative　study　of　est1mation　of　evapotraspiration　to

evaluate　the　deねil　regional　subsurface　hydrology，which　Tbno　Geosciences　Center

（TGC）has　beenゑanded　out　as　a　part　of　their　Regional　Hydrogeological　Study　and

Miz廿nami　Underground　Research　Laboratory　p朗ecも．The　o切ective　of　tkis　study　is　to

compare　the　evapotranspiration　values　using　various　kin〔ls　of　the　es舳ation　methods

which　using　aerodynamic　method，Bowen，s　ratio　thermal　balance　method，

Thomthwaite　method　and　Hamon　method．These　results　were　also　compared　with

Pen皿an　method．The　recharge　rate　to　the　subsn血ce　was　calculated　using　above

mentioned　fbur　esti皿ation　methods．The　apPheability　condition　to　estimate　the

evapotranspiration　values　was　evaluated　fbr　these　fbur　kinds　ofdif艶rent　method．The

research　area　is　SMT，SMP　located　Mizunami　cityl　Gifh　pref，wkich　TGC　has　car質ed

out　various　kinds　of　hydro　geological　studies，

　　　In　this　study，f…rst　ofall，all　the　recorded　weather　data　has　been　reviewed　and　also

complemented　lacked　data．As　the　result　ofpre－studyl　the　quality　ofinput　data　has　been

重mproved．Also，the　theoretical　background　fbr　each　esti皿ation　method　has　been

investigated　and　evaluat8d　the　evapotfanspiration　and　recharge　rate　in　the

above－mentioned　T㏄model　fields．

　　　Theoretical　applied　condition　has　been　evaluated」br　each　me血od，then　applied

aerodynamicmethod，Bowen’sratiothemalbalancemethod，Thomthwai捷me血odand
Ha皿on　method　to　calculate　evapotranspiration　and　the　apPlicability　cmdition　of　the

each　method　has　been　evaluated．Bowen，s　ratio　them謡balance　method　and　Penman

method，which　has　took　account　of　so皿moisture，has　indicated　ve疋y　reasonable

evapotranspiration　value，　The　¢alculated　value　of　evapotransph？ation　using

Thomthwaite　method　and　Hamon　method　has　evaluated　almost　sa皿e　as　Bowenps　ratio

themlal　balance　method　and　Penman　method．Aerodynamic　method　has　evaluated　low

reliability｝because　the　zero　plane　displace皿ent【…id　not　fヨnd　out．In　the血tufe，TGC　can

improve　aerodynamic　method　to　evaluate　the　zero　Plane　displace皿ent　using　multiple

height　wind　flow　conditions。
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1．はじめに

　核燃料サイクル開発機構東濃地科学センター（以下、サイクル機構とする）では、広域

地下水流動研究および超深地層研究所計画の一環として、「表層水理研究」を実施している。

表層水理研究は、地下水の流れを規制している水理定数や水理地質構造を地表（表層）か

ら推察することを目的とした研究である、サイクル機構は表層水理研究の一っとして、地

下水浸透流解析に用いる上部境界条件の一つである、表層部から深部岩盤へのr岩盤浸透

量」を算出するための気象観測装置・・河川流量計・土壌水分計・地下水位計を設置し、観

測している．

　サイクル機構は、岩盤浸透量の算出方法の一っとして、水収支法を実施している。水収

支法は、岩盤浸透量を流域にもたらされる雨量から河川流出量と蒸発散量を差し引いた残

差として算出する方法である．これまでの硫究では、水収支法の計算で重要なパラメータ

である蒸発散量は、ペンマン法で求めた可能蒸発散量に中川（1979）で求められた補正係

数（蒸発散比）α7を掛けた値を実蒸発散量として用いてきた．しかし、ペンマン法は本来、

十分に湿った草地からの蒸発散を求めるための方法であるため、ペンマン法で求めた蒸発

散量は観測流域において大部分を占める森林（樹冠）からの蒸発散量とは、厳密には異な

るものである、

　この問題を検討するため、サイクル機構は1998年11．月から岐阜県瑞浪市に位置する正

馬川モデル流域（以下、モデル流域とする）に気象タワー（観測点名：SMT）を設置して

（サイクル機構，1999）、気象観測データから蒸発散量を算出できる傾度法・ボーエン比熱

収支法による樹冠上の蒸発散量の算定を目的とした気象観測システムを構築し、観測を継

続している。また、サイクル機構が観測するその他の気象観測データおよびモデル流域周

辺にある他機関の気象観測データを用いて、簡便な手法で概略的な蒸発散量を算出できる

ハーモン法・ソーンスウェイト法も実施している（サイクル機構，2000）。

1

　本業務の目的は、モデル流域の気象観測装置である気象タワー（観測点名；SMT）およ

ぴ気象ポール（観測点名＝SMP）の観測データを基に、傾度法・ボーエン比熱収支法・ハ

ーモン法およびソーンスウェイト法によって蒸発散量を算出し、ペンマン法による蒸発散

量と比較するとともに、各手法の蒸発散量を使用して求めた岩盤浸透量を比較・検討し、

各蒸発散量の算定法の適用性について整理することである。

　本業務では、まず蒸発散量の算定に用いるモデル流域の気象観測データ（解析期問：1998

年11月～2001年3月）を見直し、補完方法を検討した後、欠測目の気象データを補完し

た。補完の際には、サイクル機構（2000）の検討結果を参考に、気象庁管轄の気象データ

を収集し、相関関係の良い観測点データから欠測データを補完した。

一1一



　次に、傾度法・ボーエン比熱収支法・ソーンスウェイト法・ハーモン法を用いて蒸発散

量を算出し、サイクル機構から提供されたペンマン法による蒸発散量と合わせて、蒸発散

算出方法を比較・検討した。検討の際には、各種方法の理論・前提条件にまで立ち返り、

その算出結果の確からしさを考察した。

　最後に、各種方法で求めた実蒸発散量とサイクル機構から提供された雨量・河川流量デ

ータを用いて、各種方法ごとのモデル流域における岩盤浸透量を算出し、蒸発散量算定方

法の適用性について検討した。

メ
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2．業務概要

2。1　件名

　平成13年度　表層水理観測におけ，る蒸発散量推定手法の比較

2．2　目的

　サイクル機構は、広域地下水流動研究およぴ超深地層研究所計画の一環として、表層水

理研究を実施している。

　表層水理研究では、地下水流動解析における上部境界条件の一つである、表層部から深

部岩盤への岩盤浸透量を算出するための観測態勢を整えて、水理定数や気象をモニタリン

グしてきた。　　 　　　～

　サイクル機構では、岩盤浸透量の算出方法の一つとして、水収支法を実施している、こ

れまでの研究では、水収支法の計算で重要なパラメータとなる蒸発散量は、ペンマン法で

求めた可能蒸発散量に中川（1979）で求められた補正係数0．7を掛けた値を実蒸発散量と

して用いてきた。

　これと並行して、1998年11月からモデル流域に気象タワー（観測点名：SMT）を設置

して（サイクル機構，1999〉、傾度法・ボウエン比熱収支法による樹冠上の蒸発散量の算定

を目的としたモニタリングシステムを構築し、モニタリングを継続してきた。また、サイ

クル機構が観測するその他の気象観測装置およぴモデル流域周辺にある他機関の観測デー

タを用いて、ハーモン法・ソーンスウェイト法による蒸発散量も算出している。

　本業務の目的は、モデル流域の気象観測装置（観測点培：SMT・SMP）の観測デー一タか

ら、傾度法・ボウエン比熱収支法・ハーモ字法およびソーンスウェイト法によって蒸発散

量を算出し、求められた蒸発散量とペンマン法による蒸発散量との比較、各手法の蒸発散

量を使用して求めた岩盤浸透量を比較し、その適用性について検討することである。

2．3　実施期間

平成2001年12月14日　～　平成2002年3月15日
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2．4　実施内容

①気象観測データの見直し・補完方法の検討

②補完の実施

③モデル流域における傾度法およびボウエン比熱収支法による蒸発散量の算出

④モデル流域におけるソーンスウェイト法およぴハーモン法による蒸発散量の算出

⑤モデル流域における各蒸発散量推定法による実蒸発散量の比較

⑥モデル流域における各蒸発散量推定法による岩盤浸透量の比較

⑦報告書の作成

⑧打ち合わせ・協議

2．5　実施機関

　アジア航測株式会社　環境エンジニアリング部　地盤・水環境課

　　〒160－0022　東京都新宿区新宿4－2－18

　電話　03・5379－6327　　ファックス　03－5379－3161

　担当；越川憲一　　（技術士　　応用理学）

　　　　若松尚則　　（技術士　　応用理学・建設）

　　　　小田川信哉（技術士補　応用理学）

≠
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3．データの見直し・補完方法の検討

3．1　気象観測データの整理

　サイクル機構から貸与された気象観測データを整理し、欠測状況をまとめた。貸与デー

タの一覧を表3．1に示す．また、モデル流域に設置したSMT・SMPの位置を図3．1に、

SMT・SMPの設置図を図3，2に示す。

表3，1　貸与データの一覧

観測点名 観測機器 観測項目

SMT 上部 風向風速計 瞬間風速・瞬間風向・10分平均風速・10分平均風向

気温計 気温

露点計 相対湿度

放射収支計 純放射量瞬間・純放射量積算

下部 風向風速計 瞬間風速・瞬間風向・10分平均風速・10分平均風向

気温計 気温

露点計 相対湿度

地表 雨雪量計（林内） 雨雪量

地中 熱流計 地中熱流量

SMP 風向風速計 瞬間風速・瞬間風向・10分平均風速・10分平均風向

気温計 気温

露点計 相対湿度

放射収支計 純放射量瞬間・純放射量積算

日射計 全天日射量瞬間・全天日射量積算

大型蒸発計 蒸発量

雨雪量計（林外） 雨雪量

雨雪量計（谷部〉 雨雪量

鉱山気象 気圧計 大気圧

測定間隔110分

貸与データの期間・1998年11月26目～2001年3月31目
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図3．2（2）モデル流域気象観測装置の設置図（SMP）
（サイクル機構1999）
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　貸与データのうち解析した気象観測データは、傾度法・ボーエン比熱収支法によって樹

冠上の蒸発散量を算出するためにSMTで観測されている風速・気温・湿度・純放射量・地

中熱流量、ソーンスウェイト法・ハーモン法によって地表（林床）からの概略的な蒸発散

量を算出するためにSMPで観測されている気温とした。整理したデータの一覧を表3．2

に示す。

表3．2　整理した気象観測データの一覧

観測点名 気象観測項目 使用する蒸発散量算出方法

S闇丁
風速計（上部・下部）気温計（上部・ →傾度法一・傾度法・ボーエン比熱収支法→傾度法・ボーエン比熱収支法→ポーエン比熱収支法→ボーエン比熱収支法

SMP 気温計 →ソーンスウェイト法・ハーモン法

鉱山気象 大気圧 →傾度法・ポーエン比熱収支法

注：湿度は露点計（露点温度を求める機器）を用いて観測しているが、記録としては相対湿度が得

　られることか ら湿度計とした。

　解析期間は、モデル流域において気象観測が始まった1998年11月26目～2001年3月

31日である。また、モデル流域では大気圧を測定していないことから、モデル流域から西

に約700m離れた尾根上にある東濃鉱山気象観測装置（以下、鉱山気象とする）で測定し

ている大気圧データを用いた。

　サイクル機構から貸与された気象観測データの欠測状況を表3．3に示す。なお欠測状

況では、解析データを含め、モデル流域で観測している気象項目全てをまとめた。その結

果、解析データに関して以下のことが判明した。

ロ　観測開始目　（1989年11月26日）～1999年9月22目まで、SMT放射収支計は欠測

　　している。1999年9月23目～2001年3月31まで欠測なし。解析期問における欠測

　　率は35％である。

■　1999年2月18目～1999年3月5日まで、解析項目の全ての気象データが欠測してい

　　る。それ以外の期間は欠測なし。解析期間における欠測率は2％である。
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表3　3 欠測日数
観測点名　SMT

1

－o
i

観測項目
1998年 1999年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2000年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2001年 丁一タ整理　　欠測

欠測率　覧

11月iI2月 1月i2月13月i4月i5月i6月17月…8月…9月…10月…11月…12月 1月…2月…3月…4月…5月…6月…フ月…8月…9月…10月…i1月…12月　1月…2月…3月 日数 日数

風速一上 oi　O Oi　II　　5　　0i　Gi　α　　oi　oi　oi　oi　oi　O oi　　oi　　oi　　oi　　Ol　　oi　　oi　　oi　　oi　　oi　　oi　　o　　　oi　　oi　　O 857 1 2
風向 上 oi　　O Oi　11 　5　　0i　oi　Oi　oi　oi　oi　Oi　O1　0 Oi　　oi　　oi　　Ol　　Ol　　oi　　oi　　oi　　oi　　oi　　oi　　o　　　oi　　oi　　O 85フ

16 2
風速一下 oi　　O oi　II 　5　　0i　α　　O 　Oi　Oi　Oi　σ　　α　　0 Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　O1　　0i　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　O　　　Oi　　Oi　　O 85フ 16 2
風向 下 Oi　o

Oi
11　　　っ　　　Oi　　Oi　　O　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　O　　O Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　α　　　Di　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　Di　　O　　　O1　　0i　　O 85ア

16 2
気温一上 Oi　　O Oi　　ll』　　5　　　0i　　Oi　　O 　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　α　　　0 Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　α　　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　O1　　0　　　0i　　Oi　　O

857 16 2
湿度一上 Oi　O Oi　11 　　5　　　0i　　餅　　　O 　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　O Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　α　　　Di　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　O　　　Oi　　O 　　O 85フ

16 2
気温一下 Oi　O Oi　11 　　5　　　0i　　α　　　O 　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　O Oi　　Oi　　Oi　　α　　　Oi　　Di　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　O　　　匡　　　01　　0

857 16 2
湿度一下 Oi　O Oi　11　　5　　0i　　α　　Oi　　Oi　　O…　　O…　　O…　　oi　　O 0…　　0…　　0…　　0…　　O…　　0…　　0…　　0…　　0…　　0…　　D…　　0　　　0…　　Dl　　O

857 16 2
射収支 5i　31 31i　　 28 　　31　　　30i　　31；　　30i　　311　　31i　　221　　　0i　　　Ol　　　O oi　　O…　　0…　　G≡　　0…　　0…　　Oi　　o…　　0…　　0…　　O…　　D　　O≡　　0…　　0 857 301 35

地中熱流 oi　O α　　11 　　0　　0i　　oi　　α　　oi　　oi　　oi　　oi　　oi　　o Oi　　Oi　　Oi　　Gi　　Ol　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　O1　　0i　　O　　Oi　　Oi　　O
857 16 2

佃　　　pq　　　　　　　　　紅観測開始

観測点名　訓P

199B年11月25日16；10

観測項目
1998年 1999年 2000年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2001年 丁一タ整理　　欠測　　欠測率
11月i12月 1月i2月i3月i4月i5月i6月17月…8月i9月…10月111月…12月 1月…2月…3月…4月…5月16月…7月…8月…9月F10月三11月…、2月 1月…2月…3月 日数 日数 ％

風速 oi　O
oi
11，　5 　oi　oi　oi　oζ　0…　oi　oi　oi　o oi　　oi　　oi　　oi　　oi　　Di　　Dl　　Dl　　oi　　Ol　　oi　　O oi　　oi　　D 857 16 2

風向 α　　0 oi　111　5　　0i　oi　oi　oi　oi　oi　oi　oi　O oi　　oi　　oi　　O1　　α　　Di　　oi　　Di　　oi　　oi　　oi　　O oi　oi　O
857 16 2

βマ臼ヌu皿

oi　　O oi　　　11［　　　　5　　　　oi　　　　O…　　　　Ol　　　　oi　　　　oi　　　　oi　　　　oi　　　　Oi　　　　O Oi　　Oi　　Oi　　O1　　0i　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　O1　　0i　　O oi　Oi　O
857 1 2

湿度 Di　O Oi　｝11　　5　　oi　　Di　　α　　　oi　　oi　　oi　　oi　　Ol　　O Oi　　Oi　　Oi　　（｝i　　α　　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　oi　　Oi　　O Oi　Oi　O
B57 16 2

日射 α　　0 Oi　　 尋1 1　　　　5 　　　　Oi　　　　O…　　　　Oi　　　　Oi　　　　oi　　　　匹i　　　　oi　　　　O｛　　　　O Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　Oi　　Di　　Oi　　Oi　　O1　　0i　　O Oi　　Oi　　O
857 17 2

蒸発パン 3
　　4 105　 計7…　ド17i　　

15i 　10＝　　　12！　　　9i　　　7i　　16i　　13i　　　　γ　　　　呂 18i　　　I8i　　　I21　　　10　　　　01　　　　q 　　　　Oi　　　　21　　　　4　　　　4　　　　Oi　　　　O Oi　　Oi　　D
857 225 26

放射収支 5㌧ a1 　～1：　． 28i 31 　30i』 31i 30i　　31i　　31i　　27f　　　8 　　　フ 　　　0 9i　　　l2i　　ヨIl　　Il　　τ3i　　17i　　臨3i　　　l5i　　1フi　　12 　　　g　　　　　I Oi　Oi　O
857 46 54

正馬川モデル流域　雨雪量計

観測点名
1998　　　1999　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2000年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2001年 丁一タ 理　　欠測 欠測率
11月i12月　1月i2月i3月i4月i5月i6月i7月i3月i9月i10月i11月i12月　 1月i2月i3月i4月15月i6月i7月l　B月19月i10月i11月i12月　1月i2月［3月　　日数 日数 鴨

林内 Oi　　　　O　　　　　Oi　　　篭1i　　　　5 　　　　Oi　　　　Oi　　　　Oi　　　　O；　　　　Oi　　　　Oi　　　　Oi　　　　Oi　　　　O　　　　　Oi　　　　Oi　　　　Oi　　　　Oi　　　　Oi　　　　Oi　　　　Oi　　　　O…　　　　Oi　　　　Oi　　　　Oi　　　　O　　　　　Ol　　　　Oi　　　　O 85ア 16 2
林外 ぴ　　0　　α　　U1　　5 　Oi　Oi　Oi　Oi　Oi　Oi　Oi　Oi　O　　Oi　Oi　Oi　Ol　Oi　α　　Oi　Oi　Oi　Oi　Oi　O　　Oi　Oi　O

857 16 2
谷 　・　O　　Oi　；1　　5 　0i　Oi　Oi　Dl　O1　0i　Oi　Oi　O　　Oi　Oi　Oi　Oi　α　　Oi　Oi　Oi　Oi　Oi　Oi　O　　α　　Oi　O

82B 16 2

欠測日が仰日以上の月
欠測日が9日以下の月



3．2　補完方法の検討

　サイクル機構（2000）では、SMT・SMPを含むモデル流域周辺にあるサイクル機構・気

象庁・地方公共団体などが管琿する気象観測所の気象データとの相関関係を求めている。

周辺の気象観測所の観測項目を表3・ 4に・各観測所の位置を図3．3に示す。

表3・4　モデル流域周辺にある気象観測所の観測項目（サイクル機構，2000）

観測期問 観測所名 標高（m）

気象庁アメダス 小原 雨量 290

稲武 雨量・風速・気温・日照 505

伽藍 雨量 650

　　　　へ美濃加茂

雨量・嵐速・気温・日照 74

柄石峠 雨量　　　　， 365

恵那 雨量・風速・気温・日照 315

中津川 雨量・風速・気温・日照 320

多治見 雨量・風速・気温・日照 120

三森山 雨量 1，130

地方気象台 名古屋 雨量・風速・気温・湿度・日照・全天日射・大気圧 51

岐阜 雨量・風速・気温・湿度・日照・全天日射・大気圧 13

気象庁以外 土岐 雨量・風速・気温・湿度・大気圧 136

瑞浪市日吉支所 雨量 （245）

瑞浪市消防署 雨量 （i6t）

瑞浪 雨量・風速・気温 （158．5）

瑞浪市役所 雨量 （16マ）

大川 雨量 （（4B5））

サイクル機構（2000）の表を一都改変

標高の括弧書きは1／2，500都市計画基本図上の読み取り値

標高の二重話彊は1／25，000地形図上の読み取り値
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図3．3モデル流域周辺にある気象観測所位置図（サイクル機構，2000）



　本業務における補完方法の検討では、サイクル機構（2000）で行っている各観測所同士

の相関関係の内、相関が非常に強く（相関係数0．8以上）、なおかつモデル流域になるべく

近くにあり、観測条件が同様な観測所から相関を求めた。補完方法の検討フローを図3．

4に示す。

モデル流域周辺にある

全ての気象観測所
　　■

相関係数0．8以上 相関係数0，8以下

～

観測条件が同様である 観測条件が異なる

，

モデル流域に最も近い

　観測所を採用
モデル流域に最も近い

　観測所を採用
棄却

図3．4　補完方法の検討フロー

　本業務における関係式と相関関係は2001年3月31日までのデータを用いて新に求めた。

なお、検討は日データで行なった。

　相関の程度は、大村（1985）より以下の通りとした。

相関係数R2が0．0～0．2；非常に相関が弱い

　　　　　　　0、2～0、5：やや相関がある

　　　　　　　0．5～0．8二かなり相関がある

　　　　　　　0．8～1．0；強い相関がある
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（1）風速（欠測期問11999年2月18日～1999年3月5日）

　サイクル機構（2000）によると、SMTとモデル流域周辺にある気象観測所の日平均風速

の相関係数は0、13～0．70であることから、SMTの風速は周辺の気象観測所とは異なると考

えられる。

　相関が悪い原因は、SMTの風速計が傾度法によって蒸発散量を算出するため、風が樹冠

による抵抗を受ける範囲に設置されていることから、樹冠の影響を受けていない他の観測

所の風速とは異なるためと考えられる。ただし、SMTにおける風速は約0．5～2．5m／秒の

範囲であり、最も近傍にある東濃鉱山（0．5～3．5m／秒）と比較するとほぼ同じであること

から、東濃鉱山との関係式を用いてSMTの日平均風速を補完した。

　解析期間におけるSMT上部および下部と鉱山気象との相関関係を図3．5に示す．関係

式および相関係数を以下に示す。

4

　33
ぺ
ε
蹄2
ド
←
Σ
ω
　1

0

SMT下部一鉱山気象

　　　O 1　　　　2　　　　3

鉱山気象（m／s）

4

4

　3
盆
ぺ
ε
籠2
『
←
Σ
ω
　1

0

SMT上部一鉱山気象

0 1　　　　2　　　　3

鉱山気象（m／s）

4

図3．5　日平均風速の相関（SMT一鉱山気象）

SMT上部

関係式＝SMT髄上＝0・4387×鉱山気象腿＋0・7315

相関係数R2；0．4761 ’

SMT下部

関係式＝SMT髄下＝0、3622×鉱山気象風速＋0，3153

相関係数R2：0．3789
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（2〉気温（期間1999年2月18目～1999年3月5日）

　サイクル機構（2000〉によると、SMT・SMPとモデル流城周辺の気象観測所における目

平均気温の相関係数は099～エ00であり、非常に良い。そこで、モデル流域の最も近傍に

ある鉱山気象との相関からモデル流域の欠測データを補完した。解析期間におけるSMT上

部および下部の目平均気温と鉱山気象との相関関係を図3．6に示す。関係式および相関

係数を以下に示す。
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SMT上部一鉱山気象

　　　　
y＝0．9734x＋0．3943

　　2　　．＝　　　　　　　　　　　　へ
0． 9963

10　　　　20　　　　30　　　　40

鉱山気象（。C）

SMP一鉱山気象

10　　　20

鉱山気象（℃〉

，

30釦

40

30

ハ0
し　20
論
ト
ト　10
Σ
の

　　0

一10

SMT下部一鉱山気象

一10 0　　　　　10　　　　20　　　　30　　　　40

　　鉱山気象（℃）

図3．6　日平均気温の相関（SMT一鉱山気象およぴSMP一鉱山気象）

SMT上部

関係式＝SMT気温上一〇、9734X鉱山気象気温＋0。3943

相関係数R2：0。9963
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SMT下部

関係式＝SMT気温下；0・9707x鉱山気象気温＋0・3716

相関係数R2＝0．9963

SMP

関係式；SMP期＝0・963x鉱山気象気温＋0・3392

相関係数R2：0，9969

（3）日平均湿度（期間1999年2月18日～1999年3月5日）

　サイクル機構（2000）によると、SMTとモデル流域周辺の気象観測所における湿度の相

関は0。72～0．95であり、東濃鉱山が最も良い。そこで、SMTと鉱山気象の相関からモデル

流域の欠測データを補完した。解析期間におけるSMT上部およぴ下部の湿度計と鉱山気象

との相関関係を図3．7に示す。関係式および相関係数を以下に示す。

SMT上部一鉱山気象
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　80
§
）　60
品
凋

←　40
Σ
の

　20　　　　　y＝1．0568x－7．1513

　　　　　　　R＝0．9234

　　0
　　　0　　　　20　　　　40　　　　60　　　　80　　　100

　　　　　　　鉱山気象（％）

パδ
最
ト
ト
Σ
の

100

80

60

40

20

0

SMT下部一鉱山気象

o 20　　　　40　　　　60　　　　80　　　　100

　　鉱山気象（％）

図3。7　日平均湿度の相関（SMT一鉱山気象）

SMT上部　　　　　　　　　　　　『

関係式：SMP醸上＝1・0568×鉱山気象醸一7・1513

相関係数R2：0．9234

SMT下部

関係式：SMP湿度下＝1．0342×鉱山気象甑一4．5129

相関係数R2：0．8857
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（4）日積算純放射量（欠測期間：観測開始日1998年11月26日～1999年9月22目）

　純放射量を計測する放射収支計はモデル流域と鉱山気象に設置されているのみである。

ただし以下の理由で鉱山気象との相関関係は用いなかった。

■　純放射量は、上面のセンサーで計測する日射エネルギー（全天日財量）から下面でと

　　らえる地面からの反射エネルギーを差し引いたエネルギー量であるため、樹冠上にあ

　　るSMTと地面の上にある鉱山気象の放射収支計では、センサー下面で計測する対象が

　　鉱山気象では地面、SMTでは樹冠となり、測定条件が異なると考えられる。

　純放射量は、全天目射量・気温・湿度・日照時間から求めることができる（山本，1983）、

算出式を以下に示す。

　　　　　　　　　　　　～

勘一e一α）R・一σx（27315＋Tyx＠5一砂〔一醐…（＄・）

　　　　　　　Rn＝純放尉量（106」／m2）

　　　　　　　α1アルベド（水面のアルベド0．05を使用）

　　　　　　　RI＝全天日射量（106」／m2〉

　　　　　　　σ：ステファンボルツマン定数（1．17×10 7ca1／cm2・K4・日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝2．79×10－10×106J／m2・K4・日〉

　　　　　　　T＝気温（℃）

　　　　　　　Ea：大気の水蒸気圧（hPa）

　　　　　　　n：日照時間（hour）

　　　　　　　N　l可照時問（hour）

　アルベドは入射光の強さに対する反射光の強さの比であり、観測地点の反射面（樹冠面

や地面など）によって異なる．単一な林相の樹冠面のアルベド（例えば針葉樹林10．05～

0．15）はある程度求められているが（朝倉ほか，1995）、モデル流域の林相は植生の比率が

未調査である針広混交林であり、モデル流域における樹冠面のアルベドは現地特有のもの

であると考えられるが、その値は求められていない。そこで本業務では、気候学的に蒸発

散を推定する際の前提条件である「地面が完全湿面であること』を考慮し、水面のアルベ

ド0．05を用いた。
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　全天日射量はSMP・鉱il 1気象・弟古屋地方気象台で観測されている。ただし、SMPの全

天目射量は、SMTの純放射量と同じ時期に欠測していることから、検討から除外した。サ

イクル機構（2000）によると、東濃鉱山と名古屋地方気象台の相関係数0．92、関係式の傾

き0．95であり、ほぼ同じ値を示すと考えられる。解析期間における鉱山気象と名古屋地方

気象台との相関関係を図3．8に示す（SMPと名古屋地方気象台および鉱1且 1気象の相関も

併記する）。関係式および相関係数を以下に示す。
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ハN　20E
＼
つ
モ

と

Σ10
の

0

0　　　　　10　　　　　20　　　　　30

　　名古屋地方気象台（MJ／m2）

図3．8　全天日射量の相関（SMP一鉱山気象・名古屋地方気象台

　　　　　　　　　　　　　　　　および鉱山気象一名古屋地方気象台）

SMPと名古屋地方気象台

関係式；SMP全天口射量＝0．7158X名古屋地方気象台全天日射量一1，0057

相関係数R2；0、85
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SMPと鉱山気象
関係式＝SMP，転剛量＝0．7394×鉱山気象全天日射量 〇．0667

相関係数R210．92

名古屋地方気象台と鉱山気象

関係式二名古屋地方気象台鍬剛量＝0，9339×鉱山気象全天日射量＋2。6176

相関係数R2；0．92
　　　　　　　　　　　　　　　◎

　SMP全天目射量は、鉱山気象や名古屋地方気象台の日射量と良い相関にあるが、関係式

の傾きは約0コであり、鉢中気象や名古屋地方気象台より全天日射量越少ない。これは、

SMPの日射計が樹冠の下にあり木陰の影響を受けているのに対し、鉱山気象や名古屋地方

気象台では樹冠の影響のない観測条件であることが原因であると考えられる。このことか

ら、SMPの全天目射量は、木陰の影響がない樹冠上とは観測条件が異なると考えられ、今

後の観測においてSMPの日射計でSMTの純放射量を補完することは望ましくない。

　以上より、純放射量を算出するために用いる全天日射量は、鉱山気象のデータを用いた，、

鉱山気象が欠測の場合は、名古屋地方気象台のデータを用いた、，

　気温・湿度はSMTの観測データを用いた。

　口照時間は鉱山および気象庁アメダスに

おいて測定されている。サイクル機構

（2000）によると、周辺観測所における目

照時問の相関は0．77～0．90であり、非常に

良い。そこで、口照時間は鉱山気象の次に

近傍にあり、欠測がない多治見アメダスの

データを用いた（鉱山の日照時間の欠測値

は約24％である）。なお、モデル流域には

日照計はなく、日射計のデータから日照時

間を推定しているが、推定方法が不完全な

ため正確な日照時間を算出していない．

　次に、式（3－1）で補完した純放射量と

SMTにおいて実測した純放射量を比較し

た。その結果を図3．9に示す。関係式お

よび相関係数を以下に示す。

30
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訟20E
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つ15…
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暴
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補完値一実測値

一5 0　　　5　　10　　15　　20　　25　　30
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図3．9　純放射量の補完値と実測値の相関

関係式l　SMP実瀧＝0，5816×SMP補完値一22426

相関係数R2；0．71
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　関係式から、式（3－1〉で補完した純放射量と実測値の相関は良いものの、補完値は実測値

よりも約1．6倍多く算出されてしまうことが判明した、そこで、ボーエン比熱収支法におい

てSMT純放射量を用いる際には、補完値を関係式によって修正したものを使用した。

補完値が実測値より多くなる理由について

　式（3－1）は、アルベドを考慮した全天日射量（放射収支計の上面センサーで捉えるエネル

ギーに相当）から温度によって決まる地面からの放射エネルギー（放射収支計の下面セン

サーで捉えるエネルギーに相当）を差し引くことによって純放射量を推定するものである。

補完値が実測値より多くなる理由は、アルベドを水面のものと仮定したことによると考え

られる．前述のように、本業務では気候学的に蒸発散を推定する際の前提条件であるr地

面が完全湿面であること1を考慮し水面のアルベド0．05を用いているが、樹冠上のアルベ

ド（針葉樹林0．05～0，151朝倉ほか，1995）は水面より大きいと考えられることから、実際

より過大に全天日射エネルギーを算出しているために、実測値より多くなったと考えられ

る、今後、この方法によって純放射量を精度良く補正するためには、樹冠上のアルベドを

求める必要がある。

日射計のデータから日照時間を正確に推定できない理由について

　日射計も日照計も同じ太陽の光（全天目射量）を捉えるものだが、SMPと鉱山・多治見

アメダスでは、全天日射量は良い相関であるにもかかわらず（相関係数約0．8）、日射計か

ら日照時間を算出しているSMPと、日照計から日照時問を求めている鉱山や多治見アメダ

スとの日照時間の相関は悪い（SMPと鉱山気象の相関係数0、47、SMPと多治見アメダス

の相関係数028）、図3．10にSMPと多治見アメダス・鉱山気象の相関を示す．

15

SMP一多治見アメダス

（10踵　　◆　　　○
盤　　　亀
ζ
Σ

の　5

y＝0．3513x＋3．22ア2

　　2　R　＝0．2812

0

○　　○

◎

0
　5　　　　　　重0

多治見アメダス（時間）

15

SMP一鉱山気象

　　　　　10
鉱山気象（時間）

図3．10　日照時間の相関（S閉P一多治見アメダスおよびSMP一鉱山気象）
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　これは・同様に太陽の光がSMPや鉱山に降り注いでいるにも関わらず、日射計から目照

時問をうまく算出できないためにSMPの日照時間だけ周辺の観測所とは違っている可能性

がある。

　口照計は、毎分0，12kW／m2の日射があると、「日照あり」と判断して1分ごとにパルス

信号を出し時間を積算するもので、気象庁が標準で使用しているものである。それに対し

てSMPでは日照計から日照時間を求めるのではなく、記録した「日射」計データに閾値を

設け（閾値は同様に0・12kW／m2）“日射量から日照時間を算出している。SMPでは10分

おきに日射瞬間値を記録していることから、例えば10＝10に目射があった場合、10＝00

～10＝10まで10分間も「日射があった」としてしまうことが原因の一つであると考えら

れる（逆に10：00～10：09まで日射があったにも関わらず10＝10に日が陰ると、10＝00

～10二10まではr目射がない1と半唖断される）。

（5）地中貯熱変化量（欠測期間＝1999年2月18日～1999年3月5日）

　モデル流域周辺において地中熱流を測定している観測所はない。ただし、地中熱流量の

変動幅は一〇．02～0，02kW／m2と小さく、欠測期間の前後では0．00～一〇．01kW／m2の変

動幅にすぎない（最小記録単位は0．01kW／m2である）．このことから、地中熱流量は0，00

kW／m2で補完した。

（6）大気圧

　モデル流域では大気圧を測定していないため、鉱山気象のデータから引用する必要があ

る。大気圧の水平方向の不均一性は数㎞規模の気塊によることから、鉱山気象とSMTの

距離（約700m）では考慮する必要はない。そこで、標高による気圧の変化を考察する。

　大気圧は標高によって変化する。鉱山気象とSMTの標高を表3．5に示す、，なお、考察

する標高は、傾度法やボーエン比熱収支法が用いられるSMT上部の風速計設置標高とした。

表3．5　鉱山気象とS閉丁の標高

観測点名 地盤標高（m） 機器の設置標高〔m）

鉱山気象 286 290（気圧計）

S　M　T 290．6 308．6（風速計）

気圧計は鉱山事務所2階に設置されている。

気圧計の標高は事務所の地盤標高を1／5，000都市計画基本図から読み取り、4m 加えて求めた。

S瞬の標高はサイクル機構（栂99〉による。
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　考察する標高差は約19mである。大気の気温減率は乾燥大気の場合（乾燥断熱減率）、

約1．0℃／100mであることから、鉱山気象とSMTでは標高差に起因する気温の減少を考

慮する必要はない（すなわち等温大気といえる〉。気温が高度に対して無関係な等温大気に

おける高度差と気圧の関係は以下の式で表される（朝倉ほか，1995）・

Z－674x（293＋T）XI。9丘

　　　　　　　　　　　些

…　　　　　（3－2）

Z　：高度差（皿）

T　＝気温（℃）

P 上＝上部の大気圧（hPa）

P下二下部の大気圧（hPa）

　上記の式より、鉱山気象において1気圧（＝1013hPa〉の場合（気温は20℃とする）、

SMTでは、1011hPaとなり、その減少率は大気圧の1％以下である（気温が0～30℃の場

合でも同程度の減少率となる）。ボーエン比熱収支法では、大気圧が約10％（100hPa）変

化しても月蒸発散量は0．1mm程度しか変化しないことから（1％では全く変化しない〉、高

度差による大気圧の違いは蒸発散量の算出に影響しないと言える。

　鉱山気象の周辺において大気圧を測定している観測所は、名古屋地方気象台と飯田測候

所である。解析期問における鉱山気象と名古屋地方気象台・飯田測候所との相関関係を図

3．l　lに示す。関係式および相関係数を以下に示す。

鉱山気象一名古屋地方気象台
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図3．11 大気圧の相関（鉱山気象一名古屋地方気象台および鉱山気象一飯田測候所）
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鉱1 b気象と名古屋地方気象台

関係式＝鉱山気象大気圧＝1．0242×名古屋地方気象台大難一17．852

相関係数R2＝0，98

鉱山気象と飯田測候所

関係式：鉱山気象ノく気圧i1・1044x飯田測候所大気圧一42・882

相関係数R2＝0．87
幽

　相関係数は名古屋地方気象台の方が良いことから、名古屋地方気象台のデータから鉱山

気象の大気圧を補完した。

　　　　　　　　　　　　、

う
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4．補完の実施
補完した各観測項目の経年変化を図4． 1に示す。その結果以下のことが判明した。

■　樹冠上の風速は上部で速く（解析期間平均1、5m／秒）下部の樹冠付近で遅い（0．9m／

　　秒）。これは、下部の風速が樹冠による抵抗を受けていることを示している。

■　樹冠上の気温は上部と下部でほぼ同じである（解析期間平均気温上部＝12．4℃、下部1

　　12．3℃）。また、樹冠下の気温（12．2℃）は樹冠付近より低い。鈴木・福罵（1976）で

　　はマツ・ヒノキ混交林の樹冠上および林内において風速・気温・湿度・純放射量が観

　　測されている。これによると、太陽エネルギーが直接供給される樹冠上の気温が最も

　　高く、太陽エネルギーが樹冠によって遮断される林内の気温は低くなるという結果と

　　なった。モデル流域においても同様な理由により、樹冠上の気温が高く、林内の気温

　　が低くなっていると考えられる。

■　樹冠上の湿度は上部で低く　（解析期間平均77％）下部の樹冠付近で高い（78％）、これ

　　は、樹冠直上で起こっている蒸発散によって発生した水蒸気が上空に運ばれて拡散し

　　ていることを示唆している。高さの違いによる湿度の差はわずか（1％）である。

匿　純放射量は一1．99～15．06MJ／m2の範囲であり、解析期間平均は5．05MJ／m2である。

■　地中熱流量は一〇．02～0．01kW／m2の範囲であり、解析期間平均は一〇、004kW／皿2

　　である。地中熱流量の変動幅およぴ平均値は小さいことから、日射エネルギーのほと

　　んどは潜熱・顕熱輸送に使われ、地中貯熱変化を引き起こしていないことを示唆して

　　いる。

■　大気圧は995．5～1032．4hPaの範囲であり、解析期間平均は1014．9hPaである。
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5．モデル流域における傾度法およびボーエン比熱収支法による蒸発散量の算出

5．1　各算出方法の考え方と求め方

　傾度法とボウエン比熱収支法は、地表付近の水分の気化（蒸発〉と植物を通して行われ

る気化（蒸散）を合わせた蒸発散量を、気象観測値から推定する方法である。推定の方法

は、ボーエン比熱収支法のようにエネルギー収支で考える手法と、傾度法のように空気力

学で考える手法がある。その他に、．エネルギ…収支と空気力学の手法を組み合わせたペン

マン法や直接水分の減少量を測定する蒸発計・ライシメータ法、経験的に求めるソーンス

ウェイト法gハーモン法、流域内の水の流出入を測定することによって求める水収支法な

どがある。各手法の一覧を表5．1に示す。

　　　　　　　　　　　　へ

表5．1　蒸発散量の推定法一覧（服部，1995）

対象 推定法 最小時間単位 測定要素

流域 水収支法 月 蒸発散

林分 　　傾度法

ボーエン比熱収支法

　ベンマン法

　　渦相関法

時

時

時

分

蒸発散

蒸発散

蒸発散

蒸発散

単木・複数木 ライシメータ

土壌水分変化法

チヤンバー法

　切枝法　　、

　樹液流法

時

日

分

分

時

蒸発散

蒸発散

蒸発散

蒸　散

蒸　散

個葉 ポロメータ法

　吸収剤法

分

分

蒸　散

蒸　散

以下、ボーエン比熱収支法と傾度法にっいてその考え方と求め方を解説する。

5．1．1　ボーエン比熱収支法

　ボーエン比熱収支法は、地表が受ける放射エネルギーの収支から求める。正馬川モデル

流域のような森林流域におけるエネルギー収支の模式図を図5．1に示す。地表が受ける

放射エネルギー（純放射量）は、顕熱フラックスH、蒸発散による潜熱フラックスλE・地

中と植皮層の貯熱変化量G、光合成による二酸化炭素の固定pに分けられる。エネルギー

収支式を（5－1〉式に示す。

Rn＝H十λE十G十P　　…　　（5－1）
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　潜熱フラックスは蒸発潜熱λと水蒸気の

輸送量すわなち蒸発散量Eとの積で表され

る。本業務では蒸発散量を求めることが目的

であることから、ここでは潜熱フラックスを

求めることになる。顕熱フラックスは地表付

近で暖められた空気が上空に運ばれる熱量

である。Pは植物を生成する重要な要素では

あるが、エネルギー収支では微少であるため

無視される。正馬川モデル流域では純放射量

と地中貯熱変化量を測定していることから、

潜熱フラックスと顕熱フラックスの関係が

わかれば、蒸発散量を推定することができる

（塚本，1992）。
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図5．1　エネルギー収支の模式図

（塚本，1992）

（1）顕熱と潜熱の輸送の考え方

　顕熱と潜熱は、乱流拡散によって輸送されると考えられている。これは、地表付近の空

気層は一般に乱流状態であり、ここで生じている拡散は乱流拡散であることによる。

　ある地点の顕熱フラックスは、以下の式で表される。

Hiρ×CpXTXv　　。　●　甲　　（5－2）

　　　1、293　　　　　　〃
ρ＝　　　　　　　×
　　1＋0．00367×T　760x1．33322

　　　　　　　　　ρ；空気の密度（kg／m3）

　　　　　　　　　Cp：空気の定圧比熱（0，240cal／g・K）

　　　　　　　　　T＝気温（℃）

　　　　　　　　　v＝鉛直方向の瞬問風速（皿／秒）

　　　　　　　　　H：大気圧（hPa）

　乱流状態であるとき、水平方向・鉛直方向の風速は乱流として扱われ、平均風速と空気

の乱れによる変動成分から、以下の式のように記載される。

u罵u十u’ …　　　　　（5－3）

U；水平方向の瞬間風速

U：水平方向の平均風速

U㌧水平方向の風速の変動成分
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　　　　　　　　　　　　　　v；V十ず　…　　　〔5－4）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v：鉛直方向の瞬問風速

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V ；鉛直方向の平均風速

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v㍉鉛直方向の風速の変動成分

　同様に、乱流状態では、気温丁も時間的に変動しており』以下の式のように記載される。

　　　　　　　　　　　　　　　き

　　　　　　　　　　　　　　T＝T十丁’　　　9　・　9　　（5－5）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T＝気温

　　　　　　　　　　　　 卜　　　r　　T：時間平均の気温

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丁’＝気温の変動成分

式（5－2）に式（5－3）と（54〉を代入して求めた、顕熱フラックスの時間平均は以下の式になる、

　　　　　　　　　　　　】ヨ【＝ρ×CPXT7×vヲ　　。　・　・　　（5－6）

潜熱フラックスは、以下の式で表される。

　　　　　　　　　　　λxE＝λ×ρXqXv　・9｝　（5－7）

　　　　　　　　　　　λ＝597 0，6×T

　　　　　　　　　　　　　　　　　　λ＝蒸発潜熱（cal／g〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E＝蒸発散量（mm）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ1空気の密度（kg／m3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　q：比湿（空気中における水蒸気量の重さの割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　v二鉛直方向の瞬間風速（m／秒）

　気温と同様に、乱流状態では、比湿qも時問的に変動しており、以下の式のように記載

される。

　　　　　　　　　　　　　　q皿q十｛1，　　・　。　。　（5－8）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　q：比湿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　q：時間平均の比湿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　q’＝比湿の変動成分

　よって、潜熱フラックスの時問平均も、顕熱フラックスと同様に以下の式で表される。
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H隔ρ×CpxT｝Xvフ　　・　。　・　　（5－9）

　以上より、地表付近の気温・比湿に鉛直分布があれば、時間的に平均すると0となる鉛

直方向の風速変動が、顕熱と潜熱の輸送をもたらすと考えることができる。このことは、

ある地点の風速・気温・比湿の鉛直方向の変動から、顕熱・潜熱フラックスを求めること

ができることを表している。

（2）風速・気温・比湿の鉛直分布

　顕熱・潜熱フラックスを求めるための気温・比湿の鉛直分布は風速の鉛直分布とともに

形成される。しかし乱流として風速を扱うには乱流の変動が早すぎるため（1～10Hz）、超

音波風速温度計や赤外線湿度計などを使わないと計測すらできず、非常に困難である。そ

こで乱流を平均流と近似して算出する方法をとる、

水平で一様な植皮面上の風速分布は、以下の式で表される「対数法則」で近似される。

　　　u．　ζ一げ
u（z）＝一ln
　　　κ　　　Zo

・　9　9　　（5－10）

z；地表からの高さ（m）

U（z）1高さzの風速（m／秒）

U・：摩擦速度（m／秒）

κ＝カルマン定数（0，41）

Zo：粗度長（m）

d：地面修正量（m）

　上記式は、高度（z－d）に比例して風速が増加するこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　属とを示している．地面修正量dは、現地において複数高　　さ

度で風速を測定し、比例関係を確認して求められる。疎　　m

度長は、風速に影響する樹冠の空気力学的な荒さである。　為畑

疎度長や地面修正量は、樹冠の高さ、樹冠の密度・構造

などで変化する。対数法則の模式図（服部，1985）を図

5．2に示す。

（al

，り，、甲．”，　“，．曹、，，89層＿■甲｝甲h

　』一一．，曹，一r．．曹＿　　””甲d

風　逗　m・5一塗

In｛zの

る
！

〔b｝

颪　還　m，5一ヒ

図5．2　対数法則の摸式図（服部，1985）
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この対数法則は、乱流状態の風速（式（5－4））と以下の式のように関係づけられる。

　　　　　　ゴu
一 μ『ゾ＝κ加×一
　　　　　　改

o

・　9　い　　（5－11）

u’＝水平主流方向の風速の変動成分

v’；鉛直方向の風速の変動成分

Km：運動量の乱流拡散係数

4u
　　　局所的な流れの状態〔変化率）4z

一u’v’が高さによって変わちないとすると、以下の関係式となる．

一uヤ，＝U章2　　・　・　血　　（5－12）

式（5－11）と（5－12）から、以下の式が導かれる。

Km；κ×U・×（z－d）　…　　（5－13）

　以上の関係式に、z＝d＋ZoでU＝0となる境界条件を与えると、対数法則（式（5－11））が

得られる、，上記の式から、摩擦速度と高度（z－d）は比例しており、風の乱れが渦の集合

からなっており、渦の大きさは高さとともに大きくなり、風速が速くなるにっれて渦が空

気を混合（U・に比例）することを示している。これらの前提となっている式（5－1Dは、厳密

な物理的論証はなされていないが、この関係から導かれる対数法則による風速の鉛直分布

が実際の現象とよく一致することから、式（5－11）の仮定は、乱流変動を平均風速の分布と結

びつける関係式として妥当であると考えられている。

（3）乱流拡散係数を用いた顕熱・潜熱フラックス

風速と同様に、乱流拡散係数を用いて顕熱・潜熱フラックスを表すと以下の式になる。

　　　　　　　　　4T
〃＝一ρ×のxκゐx一
　　　　　　　　　改

・　D　9　　（5－14）

ρ：空気の密度（kg／m3）

Cp＝空気の定圧比熱（0240cal／g・K）

Kh＝顕熱輸送の乱流拡散係数

4T
一：鉛直方向の温度変化率
凌
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　　　　　　　　　吻
超＝一λ×ρ×」κv×一　一・（5－15）
　　　　　　　　　改

　　　　　　　λE＝潜熱フラックス（＝蒸発潜熱λ×蒸発散量E）

　　　　　　　ρ＝空気の密度（kg／m3）

　　　　　　Kv：潜熱輸送の乱流拡散係数

　　　　　　　吻
　　　　　　　　　：鉛直方向の比湿変化率
　　　　　　　改

　なお、式（5－15）式を比湿ではなく水蒸気圧e（湿度と気温から求めることができる）に置

き換えると以下の式になる。

λE一一ρ×qρ×κvx坐

　　　　7　　　　　4z

　＿cρ×P
ア『
　　6×λ

…　　　　　（5－16）

ρ　＝

Cp

γ　＝

Kv

E＝

Z二

．　　　甲　　　，

　　E×E
召＝

　　100

P＝

ε　＝

λ

空気の密度（kg／m3）

＝空気の定圧比熱（0．240cal／g・K）

乾湿計定数（hPa／℃）

＝乱流拡散係数

水蒸気圧（hPa）

標高（m）

（5－17）

　大気圧（hP＆）

　水蒸気と乾燥空気の分子量の比（0．622〉

　；蒸発潜熱（cal／g）

。　・　9　　（5－18）

e；水蒸気圧（hPa）

H；相対湿度（％〉

E：現在の気温に対する飽和水蒸気圧（hPa）

　　　　　　7．5x7
E＝6．11x102，乳3＋T　　…　　　　　（5－19）

　　　　　　　　T：気温（℃）

　以上より、乱流拡散係数を用いることによって顕熱・潜熱フラックスが温度・比湿の鉛

直分布として表すことができる。顕熱・潜熱の乱流拡散は空気の乱れに起因していること
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から、近似的に顕熱と潜熱の乱流拡散係数は同じである（Km二Kh）と考えることができ

る。

（4）ボーエン比熱収支法によるフラックスの測定原理

ボーエン比βとは顕熱フラックスと潜熱フラックスの比であり、以下の式で表される。

　　Hβコー一　・一　（5－20）
　　λE

顕熱・潜熱フラックスの微分項を差分近似すると以下の式になる。

　　　　　　　　　　　へ

　　　　　　　　　　　　　　　　　轟一婿
　　　　　　　　H＝一ρ×Cρ×働×，　　一・（5・21）
　　　　　　　　　　　　　　　　　z2－ZI

　　　　　　　　λE一一ρ×qρ×κyX82一召1．．．（㌻22）

　　　　　　　　　　　　7　　　　　z2－Z」

　空気中では近似的に顕熱と潜熱の乱流拡散係数は同じである（KmiKh）と考えるられ

ることから、式（5－21）と（5－22）を式（5－20）に代入するとボーエン比は以下の式で表される。

　　　ろ一男
β＝γx　　　…　　（5－23）

82－61

　このボーエン比を使うことによって式（5・1）における顕熱と潜熱のフラックスの関係が気

温と水蒸気圧．（湿度）で求めることができ、蒸発散量Eを算出することができる。ボ…エ

ン比を用いたエネルギー収支式を以下に示す。

　　　Rπ一G
H鴛　　　　　　　　　　　。　・　・　　（5－24）

　　λx（1＋β）

　以上より、2高度の気温・水蒸気圧（湿度）からボーエン比が求められ、有効放射量（Rn

－G）の測定値から潜熱フラックス（蒸発散量）が算出できる。ボーエン比熱収支法はエネ

ルギー収支であることから測定高度より下で顕熱・潜熱の出入り（移流）があると用いる

ことはできない。
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5．1．2　傾度法

　傾度法は、顕熱・潜熱フラックスの乱流拡散係数に運動量の乱流拡散係数（式（5－13））を

与える方法である。2高度の気温・比湿・風速から、潜熱フラックスは以下の式で表される。

λE＝二λxρxκ2X（92－91）X＠2一罠1）．．．（卜25）

　　　　　　陪1

　地面修正量は、樹冠の高さ、樹冠の密度・構造によって変わる。服部（1985）では針葉

樹林の地面修正量を与えている。地面修正量は樹冠の高さとの比で表される。

4
－iO．61～0．92　（平均10．78）　・一　（5－26）h

　式（5－26）は、針葉樹林における平均的な地面修正量は樹冠高の78％の高さに相当するこ

とを意味する。また、地面修正量を0．61～0．92に変化させると、傾度法による蒸発散量は

ボーエン比熱収支法による蒸発散量の1／10～数倍に変化することから、観測地点に即した

地面修正量を、現地における風速測定によって求めることが重要となる。

5．1．3　ボーエン比熱収支法と傾度法の問題点

各算出方法の問題点を以下にまとめる。

■　樹冠上の温度差・水蒸気圧（湿度）差が小さく、高精度の測定機器でも正確な測定が

　　困難である。

■　傾度法は風速の対数分布が前提のため、複数高度において風速分布を確認する必要が

　　ある。

■　傾度法は、風速や湿度が逆転すると、蒸発散量の算出結果はマイナスになる。

圃　ボーエン比熱収支法はエネルギー収支を用いていることから、測定が困難な移流があ

　　ると用いることができない。
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5．2　各算出方法による実蒸発散量の算出結果

　傾度法とボーエン比熱収支法による月ごとの実蒸発散量の算出結果を表5，2と図5，

3に示す。実蒸発散量算出結果には、算出に使用する風速・気温・湿度・純放射量・地中

貯熱変化量の経年変化を示す。その結果、以下のことが判明した。

■　傾度法とボーエン比熱収支法の変動傾向は調和的である。

■　傾度法による実蒸発散量（45．1～231，2mm／月）は、ボーエン比熱収支法（6，5～

　　109．6皿皿／月〉の約2倍である。

■　傾度法とボーエン比熱収支法では、5月と10月の蒸発散量が夏季より多い。この原因

　　は、風速と湿度の差分が2高度において比較的大きくなったためと考えられる。特に、

　　1999年5月の傾度法による算出結果の増大は、風速・気温・湿度の差分がともに多く

　　なっている 月に起こっている。

表5．2樹冠上における実蒸発散量

傾度法　ボーエン比　　風速（m／s）　　　　気温（℃〉　　　　湿度（％）　　純放射量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　熱収支法　　上部　　　下部　　　上部　　　下部　　　上部　　　下部　　MJ／m

1998年 12月 100．3 36．6 1．5 1．o 6．0 5．9 73 76
2．18

1999年 1月 67．2 33．6 1．6 1．0 2．1 2．1 73 76
2．51

2月 45．1 39．フ f．6 1．1 2．2 2．1 70 72
4．34

3月 91．3 58．8 1．6 1．1 7．8 7．8
67 69 4．41

4月 139．3 83．4 1．8 1．3 12．0 12．0 フ0 72
7．21

5月 231．2 105．3 1．B 1．2 17．1 17．D
70 73

8．61

6月 153．8 81．8 1．6 1．1 2D．6 20．5
84 85

6．48
7月 105．6 58．3 1．4 0．9 23．7 23．6

89 90
6．95

8月 129．2 68．7 1．4 0．9 25．4 25．3
87 88

7．55
9月 110．8 52．2 1．4 0．8 23．6 23．5

91 92
5．67

10月 205．7 100．4 1．3 0．8 16．5 16．4
82 85

6．59

11月 1B5．7 40．7 1．5 0．8 10．3 10．2
81 84

2．B3

12月 121．5 8．1 1．5 0．9 4．3 4．3 74 78
0．00

20DO年 1月 94．0 6．5 1．5 0．9 3．9 3．8 ア2 フ4 一〇．16

2月 65．1 19．1 1．5 1．D D．8 0．8
71 72

1．刀
3月 94．8 48．9 1．7 1．2 4．9 4．8 65 68

4．83

1999　　ヱ　　発　　里　　　1636．7 673．4 1．5 1．D 13．6　　　　13．5 フ8 80
4．B6

　　　　4月
　　　　5月
　　　　6月
　　　　7月
　　　　8月
　　　　9月

　　　10月
　　　11月
　　　12月
を面1年　 1月

　　　　2月
　　　　3月

163，8

165．0

94．6

95．4

105．2

102．5

103，5

56．7
0．3

0．1

0，0

0．2

63、3

109．6

61．4

54、3

54．2

56．5

56．1

23．3

18．8

1．B

1．5

1、3

1，5

1．3

1，3

1．2

1．2

1．3

1．2

1．D

O．9

0．9

0．8

0．7

0、7

0．7

0．7

28．4

46．0

64．2

1．4

1．5

1．6

0．9

1、D

1．D

11．3

17．4

2D．4

25、2

25．9

22．0

16、6

11．5
4．8

0．8

3，1

6．0

11．2

17，4

20．3

25．2

25，8

21．9

16、5

11．4

4，ア

0，8

3．1

5．9

65

79

89

86

87

87

88

79

ア1

79

64
68

68
81

90

86

87

87

90

フ8

68

76
61

65

6，62

8，09

6．66

1D．19

10．69

5．64

3．57

2、23

1，62

2．48

4．97

7．12
2000 発 887．3 636．1 1．4 0．9 13．8　　　　13，フ フ9 78

5．82

実，、発　量単位；mm
蒸発散比：0．7

気象要素は年平均値としてまとめた．
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傾度法の算出結果が2000年11月以降は0になる問題について

　傾度法は、風速や湿度が逆転すると計算結果はマイナスになってしまう。SMTにおける

上下の風速・気温・湿度の差夢を図5，4に示す。その結果、湿度のみSMTのメンテナン

スを実施した2000年11月14日から垂直分布が逆転している。このことから、湿度の逆転

は、湿度計上部と下部のデータが、メンテナンス終了時の再接続の時から入れ替わった可

能性がある。

SMT風速差分

1．5

ミ　　1

ε
蝦　O、5

圖

0

へ

1998年”月 1999年5月 1999年11月 2000年5月 2DOO年11月

SMY気温差分

1

　0．5パリ
ロ

萸　o
戚＿0、5

一1

1998年11月 四99年5月 1999年11月 2000年5月 2000年”月

6

　　3
ご
遡　　o

騨

　一3
一6

1998年11月

SMT湿度差分
メンテナンス実施日

2000年11月14日

　　　一　

韮999年5月 1999年11月 2000年5月 2000年11月

図5．4　S町上部と下部の風速・気温・湿度の差分
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　メンテナンス実施口（2000年11月14日）以降における湿度データの上部・下部を入れ

替えて算出したボーエン比熱収支法の算出結果を表5．3と図5．5に示す。その結果、

2000年11月以降のボーエン比熱収支法と傾度法は同様な変動傾向を示すことから、本業

務の検討では、2000年11 月14日以降における湿度データの上部・下部を入れ替えて算出

した実蒸発散量を用いた、、

表5．3樹冠上における実蒸発散量（湿度上部・下部入れ替え後〉

傾度法　ボーエン比　　風速（m／s）　　　気温（。C）　　　　湿度〔、）　　純放射量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　熱駁支法　　上部　　下部　　上部　　下部　　上部　　下部　　MJ／m

1998年 12月 100．3 42．9 1．5 1．0 6．0 5．9
73 76

2．76

1999年 1月 67．2 42．8 1．5 1．0 2．1 2．1 73 76
3．46

2月 45．1 42．0 1．6 1．1 2．2 2．1 70 フ2 4．66
3月 91．3 64．9 1．6 1．1 7．8 フ．8 67 69

5．12

4月 139．3 86．5 1．8 1．3 12．0 12．0
70 72 フ．4B

5月 231．2 113．2 1．8 1．2 1ア．1 17．0
70 73

9．43
6月 153．8 88．9 1．6 1．1 20．6 20．5

84 e5 7．11

7月 105．6 64．3 重．4 0．9 23．7 23．6
89 90

7．69
8月 129．2 71．9 1．4 0．9 25．4 25．3

87 BB
8．02

9月 110．8 55．7 1．4 0．B 23．6 23．5
91 92

6．11

10月 205．7 100．4 1．3 0．B 16．5 16．4
82 B5

6．59

11月 185．7 40．フ 重．5 0．3 10．3 10．2
81 B4

2．83

12月 121．5 8．1 1．5 0．9 4．3 4．3 74 7B
0．00

2000年 1月 94．0 6．5 1．5 0．9 3．9 3．8 フ2 74 一〇．16

2月 65．， 19．， 1．5 1．0 0．8 O．8
71 ア2 1．刀

3月 94．8 4B．9 1．7 1．2 4．9 4．8 65 58
4．83

1999　ス 1636，7 704，2 1．5 1．0 13．6　　　　　13．5 7B 80
5．15

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

”月

12月

163．8

165．0

94，6

95．4

105、2

102，5

103．5

101．4

B7．9

63．3

109．6

61，4

54，3

54、2

56．5

56，1

29．8

27．4

1．8

董．5

1．3

1，5

1．3

1，3

1，2

1．2

1，3

1．2

1．0

0．9

0．9

0．8

0．7

0．7

0．7

0．7

1，．3

17．4

20．4

25．2

25．9

22．0
書6．6

11．5

4．B

11．2

17．4

20．3

25．2

25．B

21．9

16．5

11．4
4．7

65
79

89

36

8フ

37

88

ア8

6B

68

B1

90

86

87

87

90
80
71

6．62

8．09

6．66

10．19

10．69

5．64

3．57

2．23
1，6～

2001年　　1月　　a1．1

　　　　2月　　B4．9
　　　　3月　　120．9

32，0

43．9
72，1

1．4

1．5

1．6

0．9

1．0

1．0

0、B

3．1

6．0

0．B

3．1

5．9

76
61

65

79

64

68

2．48
4．9フ

7．12

蒸発散比＝0．7

気象要素は年平均値としてまとめた．
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6．モデル流域におけるソーンスウェイト法およびハーモン法による蒸発散量の算出

6．1　各算出方法の考え方と求め方

　ソーンスウェイト法とハーモン法は、経験法則から導かれたものであり、気温のみから

概略的な蒸発散量を推定する手法である。ボーエン比熱収支法などと異なり、多数の気象

観測項目を必要としないことから、データの不十分な広域の長期的な蒸発散量の推定に用

いられる、，

6．1．1　ソーンスウェイト法

　ソーンスウェイト法は、丈の低い草地で密に覆われた地表面から、水不足が起こらない

完全湿面の状態で失われる蒸発散量を可能蒸発散量とし、以下の式で表した。

　　　　　　　　16×儒X〔101も1…（⑤・）

a＝　（492390十17920×J－77．1×」2十〇．675×」3）　×10 6　　…　　　　　（6－2）

　　　　　　　　　∫＝要〔ず…（群3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　EP　l可能蒸発散量（mm／月）

　　　　　　　　　　　　　　　　　DO　l可照時問（12時問を1単位とする）

　　　　　　　　　　　　　　　　　J；熱示数

　　　　　　　　　　　　　　　　　毎；j月の月平均気温（℃）

　ソーンスウェイト法はアメリカ合衆国の実測値に合うように経験的に定められた月ごと

の可能蒸発散量を算出する方法である。また、12時間の目を30日間もつ月を標準としてい

ることから緯度に応じた昼の長さの補正をする必要がある。ソーンスウェイト法で用いる

昼の長さの補正値を表6．1に示す．

表6．1　ソーンスウェイト法で用いる昼の長さの補正値（山本，1983）

北緯 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

35
O．B7 0．85 1．03 1．09 1．21 1．21 1．23 1．16 1．03 0．87 0．86 0．85

正馬川モデル流域の緯度の補正値のみ抜粋。
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　ソーンスウェイト法では冬から春は過小、夏から秋は過大になる傾向がある。また、ソ

ーンスウェイト法は0～26．5℃を適応範囲とし、0℃以下は蒸発散なし、26．5℃以上では表

6，2に示す温度ごとに定められた蒸発散量が適用される。

表6．2　月平均気温26．5℃以上の月のソーンスウェイト法による月蒸発散量（櫃根，1989）

気温 蒸発散量 気温 蒸発散量 気温 蒸発散量 気温 蒸発散量

26．5 135．0 29．5 32．5 175．3 35．5 183．ア

27．0 139．5 30．0 162．1 33．0 1刀．2 36．0 lB4．3

27．5 143．ア 3〔），5 165．2 33．5 179．0 36．5 184．7

28．0 147．8 31．0 168．0 34．0 180．5 37．0 lB4．9

2B．5
151．ブ

　へ31．5

170．7 34．5 181．B 37．5 lB5．0

29．0 155．4 32．0 173．1　　　『 35．0 182．9 38．0 1B5．0

蒸発散量（㎜／月〉

気温（℃）

6．1．2　ハーモン法

　ハーモン法は、口平均気温と緯度に応じた可照時問から可能蒸発散量を以下の式で算出

する方法である。

Ep＝0．14xDo2X　Pt　…　　　（6－4）

　　　　　　Ep＝可能蒸発散量（mm／日）

　　　　　　Dα：可照時問（12時間を1単位とする）

　　　　　　Pt＝日平均気温に対する飽和絶対湿度（gm／m3）

　ハーモン法も、ソーンスウェイト法と同様、経験的に定められた可能蒸発散量を算出す

る方法である。可照時問は緯度に応じた月別可照時間である。ハーモン法における月別可

照時閲を表6．3に示す。また、日平均気温ごとの飽和絶対湿度を表6．4に示す。

表6．3　ハーモン法で用いる月別可照時間（水理公式集　19刀）

北緯 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 B月 9月 10月 11月 12月

35 0，337

0，904（0．906）

0，993 1，084 1，162 1，202 1，1a4 1，119 1，032 0，940 0，860 0，81ア

正馬川モデル流域の緯度の補正値のみ抜粋。

2月の括弧内は開年に適用。
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表6，4　ハーモン法で用いる飽和絶対湿度（水理公式集，19刀）

気温 飽和絶対湿度 気温 飽和絶対湿度 気温 飽和絶対湿度

一35 0．2 7 7．7
22

　

一30 0．4 8 8．2
23

20．4

一25 0．7 9 8．8
24

21．6

一20 1．1 10
9．4

25
22．8

一15 1．6 11
10．0

26
24．1

一10 2．3
12

10．6
27

25．5

一5 3．4 13
11．3

28 2ア．0

0 4．9 14
12．0

29
28．5

1 5．2
15

12．7
30

30．1

2 5．6
16

13．5
31
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6．2　各算出方法による実蒸発散量の算出結果

　ソーンスウェイト法とハーモン法による実蒸発散量の算出結果を表6、5および図6．

1に示す。実蒸発散量算出結果には、算出に使用する気温の経年変化および各月の可照時

問を示す．なお、蒸発散比は0．7とした。その結果、以下のことが判明した。

■　ノーンスウェイト法とハーモン法の季節変動の傾向は調和的であり、ほぽ同じ値を示

　　す、

■　冬ではハーモン法による蒸発散量の算出結果が多く、夏はソーンスウェイト法による

　　蒸発散量の算出結果が多くなる。
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表6，5林床における実蒸発散量
ソーンスウェイト茎 ハーモン5 SMP気温（℃〉

1998 12月
皿　　　　　　　

7．3 14．4 5．8

1999年
1月2月3月 1．81．916．0 12．012．B24．4 2．02．1フ．8

2000年
1月2月3月 4．50．37．9 13．412．120．1 3．70．74．9

1999　ス 522，3 520．0 13．4

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

29．1

60，5

76，1

106，1

104，0

72，3

40．1

23．2
5．9

34．2

58．5
フ2，2

96．9

89．7

58．9

36．2

21．9

13．3

11．3

17．2

20．1

24．9

25．6

21．7

16．3

11．3
4，5

2001年 1月

2月

3月

0．3

3，3

10，6

11，1

13．5

21．9

0，7

3．0

5．9

蒸発散比ID，7
気象要素は年平均値としてまとめた。
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図6．1ソーンスェイト法・ハーモン法による月蒸発散量の経年変化
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7．モデル流域における各蒸発散量推定法による実蒸発散量の比較

　傾度法・ボーエン比熱収支法・ノーンスウェイト法・ハーモン法およびサイクル機構が

鉱山気象・柄石流域（鉱山気象の約2km北に位置する）・モデル流域（SMP）において実

施しているペンマン法による実蒸発散量の算出結果を比較するため、表7．1および図7．

1に各手法によって算出した月蒸発散量の経年変化を示す、その結果、以下のことが判明

した。

■　ソーンスウェイト法・ハーモン法による蒸発散量は7～8月が多く、1～2月が少ない、，

　　両手法の季節変動は、ほぼ同じ傾向を示す．

■　傾度法・ボーエン比熱収支法による蒸発散量は5月、10月が夏季より多い。また、各

　　流域におけるペンマン・法でも5月にピークが見られる。

■　各流域におけるペンマン法による実蒸発散量はほぼ同じ傾向であるが、モデル流域の

　　実蒸発散量は鉱山気象や柄石流域より少ない。

圏　ボーエン比熱収支法・ソーンスウェイト法・ハーモン法とペンマン法はほぼ同じ実蒸

　　発散量である。傾度法による実蒸発散量はボーエン比熱収支法の1，4～2．4倍である。

　実蒸発散量の真値は未知であることから、各手法のうちどれが正しいかを議論すること

はできない。しかし、現地における観測手法や観測データが、各手法の理論的な前提条件

をどの程度満たしているかを議論することによって、その結果の確からしさを考察するこ

とができる。

　ボーエン比熱収支法と比較して傾度法の算出結果が多いのは、風速の対数分布を現地で

確かめていないために、本業務で仮定した針葉樹の地面修正量が現地に適していないこと

が原因である可能性が高い。地面修正量とは樹冠が風に与える抵抗によって、理論上風速

がOm／秒になる高さであり、樹冠高との比で表される。服部（1985）によると、針葉樹の

地面修正量はd／h；0，61～0，92であり、平均値はd／h＝0．78である。d／h；0．78とは、

地面修正量dが樹冠高の78％の高さにあることを示す。式（5－25）に示すとおり、実蒸発散量

に対し地面修正量の変化は対数の2乗に反比例する．

　解析期間のデータを用いて、服部（1985〉に指摘されている針葉樹の地面修正量の範囲

で感度解析を行うと、実蒸発散量はボーエン比熱収支法の約1／10～数倍に変化する。本業

務では服部（1985）に記載されている針葉樹の平均地面修正量（d／h；0．78）を用いて算

出しているが、仮にd／h＝約0，84を用いて傾度法を計算すると、ボーエン比熱収支法とほ

ぼ同じ実蒸発散量となる。一般に、樹高の高さが不均・ ・であったり、竹のように風になび

く樹木があると、樹冠が風に与える抵抗は大きくなる。このことは、モデル流域の地面修

正量が平均的な針葉樹より高く、モデル流域の樹冠が風速に与える抵抗が針葉樹よりも大

きいことを示唆している。本業務では風速の対数分布が確かめられていないため、針葉樹
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表7．1各手法による実蒸発散量
測』 山 石｝1 　一モ7ル『1』

算出方法 ペンマン法 ペンマン法 ペンマン法i 傾度法 ボーエン比熱収支法 ハーモン法

1998年　12旦 　20，9
1gga年　　1月　　23，4

　　　　2月　　20．0
　　　　3月　　28．6

100，3

6ア．2

45．1

91．3

42．9

42．8

42．0

64，9

7．3

1，8

1、9

16，0

14．4

12．0

12．8

24．4
4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

50．5

77．4

62，1
65

フ3．9

46．4

31．4

19．9

B．8

61，5

81．5

65．9

77．6

83．6

53．6

39．2

21．6

13．6

2boO年　1月

　　　　　2月
　　　　　3月

12．4

21，9

33．5

40．4

64，9

53．4

5B．7

67，7

31，9

14．1

0．フ

1．2

2．0

7．1

28．3

139．3

231，2

153，8

105．6

129．2

110．8

205．7

185．7

121．5

86．5

113，2

88，9

64，3

71．9

55．7

100．4

40．7
8．1

32，0

59．1

77．4

96．3

100、8

79、ア

39．ア

19．4
5．2

16．9

21．5

42．3

94，0

65．1

94，8

6，5

19．1

48．9

4．5

0．3

7．9

36．2

57．2

72．9

B8，0

96．9

63．7

36，3

20，2

13．0

13．4

12，1

20．1

1999　又 503，2 578．8 370．4 1636，フ フ04．2 522，3 520．0

　　　　4
　　　　5月
　　　　6月
　　　　フ月
　　　　B月
　　　　9月
　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月
2001年　　　f月

　　　　2月
　　　　3月

49，9

64．1

51．1

77，5
ア6．5

45．8

23．9

13．6

9．4

7．3

22．B

35．3

60，2
ア2．8

55．6

90，0

90．5

27，5

27，8

29，5

33．3

50．1

44．5

36．3

39．2

38．3

28．5

51．3

40．2

16．7

8．3

0，5

D，6

0．3

フ．1

21，0

163，8

165、0

94．6

95．4

105．2

102．5

103．5

101，4

87．9

81．1

84．9

120．9

63．3

109．6

61．4

54．3

54．2

56、5

56．1

29，8
2フ，4

32，0

43．9

72，1

29．1

60，5

76，1

106．1

104，0

72，3

40，1

23．2
5．9

34．2

58．5

72．2

96．9
89．フ

58，9

36．2

21．9

13．3

0．3

3．3

10．6

11．1

13．5

21．9

蒸発散比＝0，7

ペンマン法による実蒸発散量の算出結果はサイクル機構による計算結果である。
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の平均地面修正量を用いたが、モデル流域は針葉樹だけでなく広葉樹も混じり、樹高の高

さは不均一である。したがって、針葉樹の平均地面修正量を適用することは望ましくなく、

モデル流域特有の地面修正量を求める必要がある。

　地面修正量の検討結果や、傾度法の算出結果が他の算出結果より大きいことから、現時

点における傾度法の算出結果は蒸発散量の真値には近くないと考えられる。今後、樹冠上

における複数の高度で風速を測定し、対数分布を確認し地面修正量を算出することによっ

て、傾度法の精度を向上させる必要がある。風速の測定は、少なくとも現在の観測地点を

含め3点で行う必要がある。風速は上空ほど速くなることから、上空ほど風速の違いが明

瞭に測定できるため、SMT上部の風速計より上において風速を測定することが望ましいが、

タワーの高さが足りない場合はSMT下部の風速計より下において風速を測定することも可

能である。地面修正量は樹冠高にもよることから、風速測定時の樹高も再度測定する必要

がある。

気象データが算出結果に与える影響について

　各算出方法における感度解析結果を表7、1に示す。解析は欠測が無く、実蒸発散量が

多い2000年8月のデータで行った。

　傾度法では、気温が最も算出結果に影響し、1℃上昇すると実蒸発散量の算出結果は4mm

／目多くなる。風速・気温・湿度勾配が1単位（それぞれ1m／秒、1℃、1％）変化すると

きの算出結果に与える影響は同程度（0．2～0．4mm／目）であるが、図5．4に示した各項

目の差分を検討すると、風速の最大差分は約1m／秒、気温は0．3℃、湿度は5％であること

から、実際に実蒸発散量の算出結果に与える影響は、湿度が最も大きく、次いで風速、気

温となる。

　ボーエン比熱収支法では、純放射量が最も算出結果に影響し、1MJ／m2増加すると実蒸

発散量は0．3mm／日多くなる。地中熱流量はほとんど変化しないため算出結果に与える影

響は少ないが、0．01kw／m2増加すると、蒸発散に使用される熱量が地面温度を上昇させる

熱として消費されるため、実蒸発散量は0・2mm／目減少する。気温勾配が算出結果に与え

る影響は傾度法と同程度（0、2mm／日）であるが、気温の差分は小さいため影響は少ない。

また、湿度勾配の変化は算出結果に影響しない．

　気温だけで実蒸発散量を推定するソーンスウェイト法とハーモン法において、気濫変化

が算出結果に及ぼす影響は、両方法ともほとんど同じであり、月平均気温が1℃上昇すると

実蒸発散量は0．2mm／日（約6皿皿／月）増加する。
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←
、1

表7．2　各算出方法における感度解析結果の一覧

傾度法 ポーエン比熱収支法 ソーンスェイト法・ハーモン法

風速勾配が無いと算出結果は0になる。
一

＼
風速

風速勾配が逆転すると算出結果はマイナスになる。 ＼　　－＼

風速勾配が0ユm／秒増加すると算出結果は0，4mm／

日多くなる。

気温勾配が無いと算出結果はoになる。 気温勾配が無いと算出結果は最大になる。 月平均気温が1℃上昇すると算出

気温勾配が逆転すると算出結果はマイナスになる。 気温勾配が1。C変化すると0，2mm／日変化する。 結果はO，2mm／日増加する。

気温 勾配が1℃高くなると算出結果は4m皿／日多くなる。

ただし同じ気温差であっても、 気温が1℃高くなると

算出結果は0．2mm／日多くなる

勾配が無くても算出結果は0にならない。 湿度勾配が無いと算出結果は0になるが、勾配がある ＼　＼

湿度 湿度差が1％増加すると算出結果は0，4mm／日多くな 場合、湿度差の変化による算出結果は変化しない。
、＼　　＼　　　、

る。

＼　　、　　－　　＼　　　－　　　、　　　　、　　　　＼　　　　　、

純放射量がIMJ／m2増加すると算出結果は0．3mm／
純放射量

、＼　　　、　　　　、　　　　、

日多くなる。 、　』　』

地中熱流量

、

地中熱流量が0、01kw／m2増加すると算出結果は0．2mm／日減少する。

』＼　　、　　　、　　　、　　　　＼　　　　　、　　　　　　N　　　　　　　』　　　　　　　　、　　　　　　　　、

、、
気温が最も算出結果に影響する。 純放射量が最も算出結果に影響する。 気温変化がソーンスェイト法とハ

感度解析の
差分の経年変化を考慮すると、勾配が算出結果に与え 次に、気温勾配が算出結果に影響する。 一モン法に与える影響はほぼ同じ

検討結果
る影響は湿度が最も大きく、次いで風速、気温となる。 である．



ペンマン法・傾度法・ボーエン比熱収支法の実蒸発散量が5月に多くなる原因について

　傾度法・ボーエン比熱収支法の蒸発散量が夏季より5月や10月の方が多くなる原因とし

て、夏季における樹冠の水分の減少が考えられる。蒸発散量は、もとになる地面（樹冠〉

の水分が減れば、たとえ目射が強くても蒸発散量は減少する（砂漠などでは地面に水分が

ないために日射は強くても蒸発がほとんどない）。夏季より5月、10月の実蒸発散量が多く

なることは、傾度法・ボーエン比熱収支法が樹冠上の水分の減少を反映した現実的な算出

結果である可能性がある。また、ペンマン法においても1999年5月にピークが見られるこ

とから、地表面の土壌水分を反映した算出結果であると考えられる。

　傾度法・ボーエン比熱収支法・ペンマン法の算　　　旨　　　　r一一憎一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　41

量はって変化する蒸発散比を本業務では一定ll 、目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 嘉
（0．7）にしているため、算出結果は実蒸発散量　　　　 ノ
を正確1こ算出してし、なレ、可難が高レ、．図7，2　『

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
I　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
｝」　　　　　　　　　　デ 畦　　　1

［㌧ i』
r　 　』』 r 4し．

に土壌水分量と蒸発散比の関係を示す（朝倉ほか，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

　　　　る 1　　　 i吋

1995）。樹冠における水分量の把握は現時点では　噸厨㍉副』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヤ　ぼヨドのぎオ　 ロ

困難であるが、モデル流域に設置されている土壌　　　蛇　燗　・L艮 那　　酬轍嚇ヶ融
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧∫i’

ヤヤ　 おr1
4 ＊ヤ’屯　　　　　　　　1』 r

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l㌧ 響

水分計の観測データから、ペンマン法による算出

結果と土壌水分との関係を求め、ライシメータ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図7．2　土壌水分と蒸発散比の関係
や蒸発パンとの結果と比較することによって、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（朝倉，1995）
蒸発散比を求めることが可能であると考えられ

るD

　気温だけから推定しているソーンスウェイト法やハーモン法では5月や10月にピークは

みられず、ソーンスウェイト法やハーモン法における実蒸発散量は概略的なものであると

考えられる。

　以上より、現時点における実蒸発散量の算出方法の確からしさは、樹冠上ではボーエン・

比熱収支法の方が傾度法より良いと考えられる．ただし傾度法の精度は、今後、前提条件

を見直すことにより改善されうると考えられる。林床面ではペンマン法の方がソーンスウ

ェイト法・ハーモン法より良いと考えられる．
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8．モデル流域における各蒸発散量推定法による岩盤浸透量の比較

　各手法における蒸発散量と、サイクル機構から貸与されたモデル流域の雨量・河川流量

から、蒸発散量算出方法ごと のモデル流域における年度岩盤浸透量を算出した。算出結果

を表8．1に示す。

表8．1　年度別の岩盤浸透量

1999年度 2000年度

降水量 1，498．0 1，513．0

河川流出高 710．2 （ 4フ．4 ） 606．で （ 40．1 ）

蒸発散量 ペンマン法 3フ0．4 （ 24．7 ） 252．0 （ 16．7 ）

へ傾度法
1，636．7 （ 109．3 ） 1，306．2 （ 86．3 ）

ボーエン比熱収支法 （ 45．0 ） 660．6 （ 43．7 ）

ソーンスウェイト法 522．3 （ 34．9 ） 531．5 （ 35．1 ）

ハーモン法 520．0 （ 34．7 ） 528．3 〔 34．9 ｝

岩盤浸透量 ペンマン法 417．4 （ 27．9 ） 654．9 （ 43．3 ）

傾度法 一848．9 （ 一56，ア ） 一399．3 （ 一26．4 ）

一

ボーエン比熱収支法 114．4 （ 7．6 〉 246．3 （ 16．3 ）

ソーンスウェイト法 265．5 （ 17．7 ｝ 375．4 （ 24．8

ハーモン法 267．8 （ 17．9 ） 378．6 （ 25．0 ）

単位＝mm

括弧内は降水量に対する割合（話）

降水量はモデル流域林外のデータを使用した。

岩盤浸透量を算出した結果、以下のことが判明した。

ロ　傾度法の蒸発散量算出結果が他の手法に較べて大きいため、1999年度における岩盤浸

　　透量の算出結果はマイナスとなる。

日　各手法の岩盤浸透量は、ボーエン比熱収支法を除き、降水量の16、7～35、1％に相当する。

■　各算出方法による実蒸発散量の違いは降水量の約20％に相当し、岩盤浸透量の算出結

　　果の違いは、降水量の最大27％に相当する．
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9　今後の課題
蒸発散量算出の精度を向上させるために、以下の課題が考えられる、

■　傾度法における地面修正量の把握

　感度解析の結果、地面修正量の変化によって傾度法の蒸発散量は同じ観測条件でも10分

の1～数倍に変化することが判明した。したがって、モデル流域における地面修正量の正確

な把握が必要である。地面修正量を正確に把握するためには、樹冠上の複数高度（3点以上）

において風速を観測する必要がある。服部（1985）では1週間の観測を行って、現地の風

速の高度分布を把握している、したがって風速の測定は、少なくとも現在の観測地点を含

め3点で行う必要がある。風速の対数分布によると、上空ほど風速が速くなり、風速の違

いが明瞭に測定できることから、SMT上部の風速計より上において風速を測定することが

望ましいが、タワーの高さが足りない場合はSMT下部の風速計より下において風速を測定

することも可能である。地面修正量は樹冠高にもよることから、風速測定時の樹高も測定

する必要がある。

圏　林床面における蒸発散比の把握

　ペンマン法・ソーンスウェイト法・ハーモン法によって林床面の蒸発散量を算出してい

るが、蒸発散比が正確に求められない限り、実蒸発散量は推測の域を出ない。林床面から

の蒸発散量は、日射などの気候学的要素の他に、土壌の水分状態にも影響される、水収支

の計算では、蒸発散比が0・1違えば、降水量の数％に相当する水量が変化する。岩盤浸透量

は降水量の数％であることから、蒸発散比の決定は、止確な岩盤浸透量の算出には不可欠で

ある。そこで、ライシメータや蒸発パンによって実蒸発散量を実測するとともに、土壌水

分計の観測データ、ペンマン法による算出結果を比較することによって、月ごとの蒸発散

比を把握する必要がある。
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10．おわりに
　本業務では・正馬川モデル流域の気象データから複数の手法を用いて蒸発散量を算出し

た。算出の際には・気象データの見直し、欠測補完を実施した後、各算出方法の理論的な

前提条件まで立ち返り、各算出方法の確からしさを検討した。最後に、各手法で算出した

実蒸発散量を用いて・モデル流城における岩盤浸透量を試算した。その結果、以下のこと

が判明した。

　　　　　　　　　　　　　　を
く気象データの見直し＞

■　SMTの放射収支計は・観測開始1998年11月26日から1999年9月22日まで完全に

　　欠測しているが、その後は欠測はない．SMPの放射収支計は観測開始から1999年9

　　　　　　　　　　　へ　　月27日まで完全に欠測している。その後も、センサー不良により欠測が多い状態で現

　在に至っている．

■　その他の観測項目は、データ回収の失敗による1999年2月18日～1999年3月5日の

　データ損失以外、欠測はない。

〈欠測の補完＞

日　モデル流域と周辺の観測所における気温・湿度・全天日射量は良い相関にあった。SMT

　　の風速計は、周辺の気象観測所における風速データとの相関が悪い。これは、SMTの

　風速計が傾度法に用いるため、樹冠が風速に影響を与える高度に設置されているため

　　と考えられる。

〈算出方法の確からしさの検討＞

■　傾度法はボーエン比熱収支法・ソーンスウェイト法・ハーモン法と比較して過大な算

　　出結果となった・1999年度における傾度法を用いた岩盤浸透量の算出結果は、降水量

　　に対する割合として一56・7％となり、現実的な値が算出されていない。

■　本業務で実施した傾度法では、理論的な前提条件であるモデル流域の地面修正量が求

　　められていないため・信頼性に欠ける値が算出されたものと考えられる。今後、地面

　　修正量を求めるために樹冠上の複数の高度において風速を測定し、風速分布を把握す

　　る必要がある。

ロ　ボーエン比熱収支法では、5月や10月の蒸発散量が夏季より多くなった。これは夏季

　　における樹冠上の水分の減少による蒸発散量の減少を捉えた結果であると考えられる。

層　ペンマン法でも5月に蒸発散量のピークがあることから、地表の水分状態も反映され

　　た蒸発散量であると考えられる。ただし、蒸発散比は不明であるため、土壌水分計や

　　ライシメータを用いて、蒸発散比を決定する必要がある。

■　ソーンスウェイト法とハーモン法は気温だけで算出していることから、土壌水分や樹

　冠上の水分の減少による蒸発散の減少は考慮されていない。したがって、両手法の年
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　　度蒸発散量は概略的なものであると考えられ、特に夏季における蒸発散量は実際と解

　　離している可能性がある。

■　本業務の補完作業において目射計のデータから日照時間を推定した。しかし、標準的

　　な手法である日照計での観測では1分おきに日照時間を積算しており、モデル流域の

　　日射計の測定聞隔10分では精度が粗く、現地の日照時間を正確に推定できなかった。

　　今後もSMPにおいては純放射量の補完を実施する可能性があるので、新たに日照計を

　　設置する必要がある。
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記号表

Rn＝純放射量（106」／m2）

α1アルベド（水面のアルベド10．05）

RI　l全天日射量（106J／m2）

σ1ステファンボルツマン定数（1．17×10 7cal／cm2・K4・日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝2．79x10－lox106」／皿2・K4・日）

T：気温（℃）

E＆＝大気の水蒸気圧（hPa）

n＝日照時問（hour）

N；可照時間（hour）

Z　＝高度差（m）

T　：気温（℃）

P上＝上部の大気圧（hPa）

P下＝下部の大気圧（hPa）

ρ1空気の密度（kg／m3）

Cp＝空気の定圧比熱（0、240cal／g・K）

H：大気圧（hPa）

u二水平方向の瞬間風速

U：水平方向の平均風速

ぜ＝水平方向の風速の変動成分

v：鉛直方向の瞬間風速

V：鉛直方向の平均風速

v｝＝鉛直方向の風速の変動成分

丁＝気温

丁：時問平均の気温

丁’：気温の変動成分

λ：蒸発潜熱（cal／g〉

E二蒸発散量（mm）

ρ：空気の密度（kg／m＄）

蔓：比湿（空気中における水蒸気量の重さの割合）

q：比湿

q：時間平均の比湿

q’：比湿の変動成分

U（z）＝高さzの風速（m／秒）

U＊：摩擦速度（m／秒）
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κ：カルマン定数（0．41）

ZO　l粗度長（m）

d：地面修正量（m〉

Km二運動量の乱流拡散係数
4u
一＝局所的な流れの状態（変化率）
ごz

H二顕熱フラックス

ρ：空気の密度（kg／m3）

Kh二顕熱輸送の乱流拡散係数

Kv＝潜熱輸送の乱流拡散孫数

吻　　　　　　　　　　　　へ
　　；鉛直方向の比湿変化率
改

γ：乾湿計定数（hPa／℃）

Kv＝乱流拡散係数

E：水蒸気圧（hPa）

P　l大気圧（hPa）

ε＝水蒸気と乾燥空気の分子量の比（0．622〉

e＝水蒸気圧（hPa）

H＝相対湿度（％）

E＝現在の気温に対する飽和水蒸気圧（hPa）

Ep；可能蒸発散量（mm／月）

Do；可照時間（12時間を1単位とする）

」；熱示数

切l　j月の月平均気温（℃）

Pt＝日平均気温に対する飽和絶対湿度（gm／m3）
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